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　これらを背景として，本稿は，オジルヴィ・ゴードン Ogilvie Gordon の『雇用の手引き：特に
職業・産業・専門職へ就業する少年少女の使用のために』を手掛かりに，20 世紀初頭イギリス北
部，スコットランドの若年労働者の労働市場の状況について考察することを目的としている（2）。本
（1）　Jane Humphries, Childhood and Child Labour in the British Industrial Revolution（Cambridge, 2010），Chr.9, 
Apprenticeship, p. 256.
（2）　Ogilvie Gordon, A Handbook of Employments: Specially Prepared for the Use of Boy and Girls on Entering 
the Trades, Industries and Professions（Aberdeen, 1908）. 本研究への資料として，『イギリス労働組合史』（1964）
や『イギリス労働党小史』などで知られるヘンリー・ペリング Henry Pelling 博士の旧蔵書を用いている。筆者に





















































あった（7）。しかし，ゴードンはスコットランドにおいては未だに不十分であり，商務院 Board of 
Trade の労働局 Labour Department やイングランドおよびスコットランドの教務委員会（前者で
は the Education Committee，後者では the School Board）は十分に機能していないとするのであ
る。そして，1904 年 5 月にグラスゴーで講演し，地域に，経営者と学校関係者による雇用事務局





ランド教育委員会 the Board of Education，スコットランド教育局 the Scotch Education 
Department などと連携し，またスコットランド教育局長 the Secretary of the Scotch Education 
Department のストラーザーズ Struthers 博士の承認・後援を得て調査を開始することとなる。
　ここで，ゴードン以外の調査者について概観する。本調査は他の研究者として主に 4 名が当たっ
ており，それぞれ担当の都市・地域が割り当てられた。グラスゴーの調査には，リチャード・
H. トーニー Richard Henry Tawney（1880-1962）が当たった。トーニーはむろん，後に経済史家
として著名となる人物であるが，当時はグラスゴー大学・経済学部助手の職にあり，既に社会問題
（4）　『手引き』p. 1。
（5）　1894 年に離学年齢は 11 歳とされたが，1900 年には地域ごとに条例で 14 歳に引き上げられるという規定が作ら
れた。これが法律として全国的に定められるのは 1918 年教育法（フィッシャー法）を待たねばならない。マイケ
ル・サンダーソン『イギリスの経済衰退と教育 1870-1990s』p. 7。
（6）　19 世紀後半のイングランドにおける教育と産業訓練についての最近の研究としては，Santiki, M., ‘Management 
of and local network for educating vagrant children: A case study on the Manchester Certified Industrial Schools 









ン Carlow Martin が調査したが，マーティンについてもダンディーの教育委員会のメンバーであっ
たこと以外の詳細は不明である。
2　イギリス徒弟制度の衰退と残存







1563 年に徒弟法 Statute of Artificer を定め，徒弟の法制化を試みた。これは 7 年のあいだ親方の
元で過ごし，この修業期間を経て雇い職人 journeyman となるシステムである（11）。
　しかし，17 世紀の騒乱の時代を経て，徒弟制は変化を経験することとなる。17 世紀の初めには，







（10）　Tawney, R.H., ‘The economics of boy labour’, Economic Journal, xix, 1909, pp. 517-537. この論文は，Royal 





（11）　正式名称は以下，An Act touching divers for Artificer, Labourers, Servant of Husbandly and Apprentice.
（12）　Schwarts, L., ‘London apprentices in the seventeenth century: Some problems’, Local Population Studies, no. 














制にそれぞれ歴史的背景を有する幾つかの異なる類型を確認し，1906 年になっても 15-17 歳人口















（14）　Dunlop, O.J., English Apprenticeship and Child labour: A History, with a Supplementary Section on Modern 
Problem of Juvenile Labour by O.J. Dunlop and R.D. Denham（London, 1912），pp. 224-236.
（15）　Lane, J., Apprentice in England, 1600-1914（London, UCL，1996）．
（16）　Humphries（2010），pp. 260-261. この期間で徒弟期間・開始年齢はほとんど変わっていないことも指摘され
ている。
（17）　More, C., Skills and English Working Class, 1870-1914（London, 1980）．
（18）　Elbaum, B., ‘Why apprenticeship persisted in Britain but not in the United States’, Journal of Economic 
History, 44（1989），pp. 337-349.
（19）　齊藤健太郎「技能・徒弟制・熟練供給」『社会経済史学』68 巻 1 号（2002）。
（20）　R.H.Tawney, ‘The economics of boy labour’, Economic Journal, xix, 1909, pp. 517-537.





occupations requiring short period of training」と「徒弟もしくはある程度長い期間の訓練が必要













退 the decay of apprenticeship」である。その主な理由は明らかに機械の普及であるとされ，石材




























ゴム製品製造 2 － 3 14 － 16 6
速記・タイプ 2 － 3 16 － 18 8 － 10 12.5 － 15
絨毯製造業 3 18 10
機械工（自治体電気工事） 3 15 － 18 6 12.5
機械工（電気関連）プレミアム 3 17 － 18
左官業 3 14 － 17 4 － 5 9 － 11
郵便業 3 15 － 16 6 10
精肉業 3 － 4 15 5 10
絨毯デザイン業 3 － 4 15 5 10
化学（薬品） 3 － 5 16 － 17 4 8 － 9
造園業 3 － 4 16 4 7 － 10
理髪業 3 － 5 15 3 － 3.5 8 － 10
鉄道員 3 － 5 14 － 16 5 12
木挽き業 3 － 5 16 8 16







釣具製造業 3.5 14 － 15 4 8
布地業 4 15 － 16 4 6 － 10
店舗手伝い 4 15 － 16 4 7 － 10
化学（製造） 4 14 4 7.5
帽子製造業 4 14 － 15 5 8
電話交換手 4 15 5 2 － 3 増加／年
電気メッキ業 4 － 5 16 4 7
鍛冶屋 4 － 5 16 3 － 5 10 － 13
製靴業 4 － 5 14 4 － 6 10 － 14
包装ケース製造 4 － 5 15 5
桶樽製造 4 － 5 15 － 16 4 － 5 10
食料雑貨業 4 － 5 15 5 － 7 10 － 12
鉄器業 4 － 5 15 － 16 4 12.5
写真撮影プレミアム 4 － 5 16
石切工 4 － 5 16 － 17 6 12 － 14
仕立工 4 － 5 14 － 15 3 7 － 14
建築 4 － 7 16 － 17
書店文具業 4 － 7 15 － 16 4 10








パン屋 5 16 － 17 7
バスケット製造 5 14 5 10 － 11
建築業（石工） 5 15 － 16 5 12
建築業（建築） 5 15 － 16 5 12
高級家具製造 5 14 3 － 5 11 － 14
大工業 5 15 － 16 4 10 － 15
刃物製造 5 15 4.5 10
自転車製造 5 15 4 15
歯科技工 5 15 － 16 2.5 6.5
染色洗濯業 5 14 2.5 10
機械工（電気関連） 5 16 3 － 5 10
機械工（金属加工） 5 14 － 16 3 － 6 10 － 14
毛皮加工販売業 5 14 5 15
ガラス職人 5 14 4 10
ゴルフクラブ製造業 5 14 － 15 4.5 10
ゴルフバッグ製造業 5 15 4 10
鋳鉄仕上 5 14 － 16 3 － 5 10 － 16
木摺割業 5 16 － 17 4 20
図書館助手 5 14 － 17 6 10
機械据付工 5 15 － 16 4 9
写真撮影業 5 14 － 15 3 － 5 7 － 9
ピアノ調律 5 14 － 15 4 10.5
馬具製造業 5 15 4 － 5 10
造船（金属板工・リベット打工・かしめ工） 5 16 － 19 8 15
造船（ボイラー工） 5 16 － 19 8 15
造船（大工） 5 16 6 10
造船（塗装） 5 16 6 10
造船（設計） 5 16 6 12
スレート葺工 5 16 － 18 5 － 7 12 － 18
砂糖菓子ジャム製造 5 14 － 16 4 － 5 8 － 12
電話修繕工 5 16 4 12
ガス計測器製造業 5 14 3 12
ガス工事業 5 － 6 15 － 16 5 － 7.5 10 － 18
住宅設備設置業 5 － 6 14 3.5 － 5 10 － 12
真鍮加工業 5 － 6 14 － 16 3 － 4 10 － 14
鍍金業 5 － 6 14 4 9 － 10
馬車・自動車製造 5 － 6 15 － 16 5 10 － 14
釣竿製造業 5 － 6 14 － 15 4 10
塗装業 5 － 6 14 4 12
錫加工業 5 － 6 15 － 16 4 12
ガラスボトル製造業 5 － 6 16 － 17 8 14
ガラス製造業 5 － 7 14 － 15 4 － 7 9 － 11
宝石業 5 － 7 14 － 15 3 － 4 10 － 14
皮鞣し業 5 － 7 14 － 15 4.5 14









煉瓦積業 6 16 4 12
ブラシ製造業 6 14 6
銅細工業 6 14 － 15 4 12
皮製品製造 6 14 4 － 5 10
漆器業 6 14 － 15 5 10
音楽見習い 6 14 － 15 4 9
手術器具制作 6 14 4 － 5 10.5 － 15
時計製造 6 － 7 14 3.5 － 5 12 － 13
金型製造 6 － 7 14 － 15 3.5 10.5
銃砲製造業 6 － 7 14 3 － 3.5 9 － 10
絨毯装飾業 6 － 7 14 － 16 3 － 4 7 － 9







製本業 7 14 4 14
醸造・麦芽製造業 7 16 － 17
植字業 7 14 4 10 － 11
製鉄業 7 14 － 16 5 16 － 20
リトグラフ製造 7 14 － 16 3.5 10.5
配管工 7 14 3.5 － 5 9.5 － 11
製陶業 7 15 9 18
印刷業 7 14 3.5 18 － 20
針金細工業 7 16 － 17 8 16
新聞記事報告業 7 16 2.5 15







製本業 3 14 3.5 6.5
製靴業 14 4 5
ブラシ製造 14 4
化学（製造） 14 6
帽子製造 14 3.5 － 4.5 6 － 7
郵便局 3 15 － 18 5 10
看護婦 3 23 10 ポンド／年 20 ポンド／年
造船（製図事務） 4 16 5 － 6 11 － 12





＝ 1：15），絨毯織工（徒弟：職人＝ 1：20）等となっていた（27）。これらは，徒弟期間が 4 年以上の
職種であり，仕立工が 4 ～ 5 年，パン職人・石工（建築）・スレート葺工が 5 年，絨毯織工が 6 年，
リトグラフ製造工は 7 年の徒弟期間を必要としている（表 1-C・D・E）。さらにここで，10 人の
不熟練若年労働者に対し 1 名の徒弟が存在するような産業や職場が「徒弟業種」とみなされている
ことを述べ，それらはガラス製造・陶器製造・製材業 sawmilling，住宅設備設置業 wire-weaving，






さい作業場で一般的訓練 general training を受けた徒弟が南部でよい条件の職が得られると述べら
れている（28）。その例として製材工が挙げられているが，少年労働者のうち最高の能力を持つ者は徒
弟として選ばれ，特殊機械の扱いを注意深く教えられて，「機械屋 machine-men」となり，産業の














































荷車運転 13 － 16 6 21.5 ビスケット製菓 14 － 5 14.5
ベッド製造 14 － 5 25 布漂白業 14 － 4.75 10.5
ビスケット製菓 14 － 16 8 30 飾り箱製造 14 － 4 11
布漂白業 14 － 6 21 ブラシ製造 14 － 4 13
醸造所労働 14 － 17 8 22.5 絨毯製造 14 － 15 7 na
絨毯製造 14 － 16 8 na 化学（製造） 14 － 7.5 13.5
化学 14 － 6 21 櫛製造 14 － 4 11
櫛製造 14 － 4 20 カーテン・ブラウス製造 14 － 4 14
コルク加工 14 － 5 25 鍛造打型 14 － 15 5 14.5
カーテン・ブラウス製造 14 － 15 5 na ドレス製造 14 － 15 1.5 12.5
酪農業 14 － 6 22 毛針製造 14 － 3 15
家事手伝い 14 － 6 ￡25 ／年 ゴルフボール製造 14 － 5 11.5
農場作業 14 － 15 na ￡36 ／年 帽子製造業 14 － 15 4 14
ライター製造 14 － 15 7 na 靴下製造業 14 － 15 4.5 16.5
魚屋 14 － 8 20 ジュート工場 14 － 6 9
ガラス製造 14 － 6 na 洗濯業 14 － 5 12
靴下製造 14 － 15 5 27.5 リンネル綿工業（準備・紡績・糸繰） 14 － 5.5 11
ジュート工場（準備） 14 － 8 12.5 リンネル綿工業（織布） 14 － 6.25 12.5
リンネル・綿工場 14 － 8 na 新聞配達 14 － 5.25 na
新聞配達 14 － 7 na 印刷染色業 14 － 15 4.5 11.5
製紙工場 14 － 6 na 製紙工場 14 － 4.5 11
パイプ管（錫）製造 14 － 17 7 na 絵葉書製造 14 － 15 5 12
採石業 14 － 9 na 製陶業労働 14 － 5.5 12.5
鉄道業 14 － 8 na 砂糖菓子ジャム製造業 14 － 16 5.5 12.5
ロープ帆布製造 14 － 7 22 錫製品工場 14 － 15 6 14
製材業 14 － 16 9 na 煙草製造 14 － 15 4.5 12.5
造船所労働 14 － 17 13 na 絨毯装飾業 14 － 15 3 10
石鹼・蠟燭製造 14 － 16 8 na 針金細工業 14 － 16 8 12.5
電報配達（屋内） 14 － 16 9 na 家事手伝い 15 － 16 4 na
電報配達（屋外） 14 － 16 10 na 毛皮製造 15 3 15
錫製品工場 14 － 7 20 貯蔵食品製造 15 5 12
路面電車 14 － 16 6 25 ゴム製品製造 15 － 18 6 12
針金細工業 14 － 16 7 18 馬具製造業 15 5.5 10
炭酸水製造 15 － 16 7 22 仕立服飾業 15 － 16 6 15
糸巻回し 15 － 16 6 24.5 電信交換手 15 － 17 9.25 16.5
ゴム製品 15 － 5 na 糸巻回し 16 6 11
廃品回収業 15 － 12 22 蒸留所労働 16 8.5 12
司厨業 15 － 16 10 na 網製造 16 6 11
蒸留酒製造所労働 16 － 5 21.5 古着ぼろ回収業 16 6 10
漁師 16 － 5 na 炭酸水製造 18 8 11
資料：O. Gordon, A Handbook of Employments（1908），pp. 24-28 より作成。
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製造・郵便局見習い・看護婦・造船業（製図事務）の 8 種に過ぎない（表 2）。訓練期間は短く 3






表 3 は男性労働について，表 4 は女性労働について，それぞれ標準的な職業開始年齢の低い順にま
とめている。これらの職は基本的に工場での作業であり，単純な肉体的繰り返し運動のみが期待さ
れていて， 「より高度な熟練労働へと上昇する家庭内労働 domestic work，ドレス製作 dress 
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